
地域イノベーションプロジェクト集 概要

○平成９年度の制度創設以来、平成２０年度までに、九州管内で１７
２プロジェクトを採択。

○採択プロジェクトの分野は製造技術（２３％）、ナノテク・材料（１
８％）、ライフサイエンス（１７％）、環境（１６％）、情報通信（１４％）の
順に多い。

○地域別では１７２プロジェクト中、福岡県が８７件と５割を占める。

○フォローアップ調査（回答企業１５９プロジェクト）によれば、事業化
（製品販売済み）率は２９．６％、実用化（製品化済み）率は４５．
９％。

○共同研究へのネットワーク形成の契機となり、また自社製品の開
発に成功するなど企業の成長のステップに寄与するなど、様々な成
果を上げている。
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地域別採択状況

果を げて る。

○事業化・実用化に成功したプロジェクトの中から、５プロジェクトの
製品化企業にインタビューを行い、また、２８プロジェクト（地域イノ
ベーション創出研究開発事業２２件、戦略的基盤技術高度化支援事
業６件）について事例を紹介。
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採択プロジェクトの技術分野



・国が支援した事業であることからユーザーからの信頼度向上
・研究開発型企業としての認知度向上

信頼度・認知度向上

・大学との共同研究のきっかけ
・人的ネットワークの形成
・公設試のバックアップが容易に
・地域の競合他社との共同研究のきっかけ
・メンバー同士で相談できる環境が形成

ネットワーク作り
開発資金の獲得はもとより、事業参加
者からは相互補完的に知恵を結集した開
発・サービスの提供、社内の技術基盤の
強化、研究開発のネットワーク作りのきっ
かけ、製品の信頼度や企業認知度の向
上につながったといった、多くのメリットが
挙げられている。

（１）研究開発事業 活用のメリット

・部品、アセンブル、ソフト、アフターフォロなど総合ソリュー
ション提供力向上
・得意分野を提供し合い、高性能化を実現
・異種企業が特長を活かし、単独ではできない製品が完成
・共同開発で顧客ニーズに対応したカスタマイズが可能に

・大学研究者の意識変化（基礎研究と製品開発では問題点が
相違）

相互補完

・各機関の独自技術、新たな知見、ノウハウの共有化
・参加者の明確な目的意識や研究目標の共有効果

共有化

・学官による学会発表など公的コマーシャルによる知名度向上

・大手企業、大学研究者からの技術指導
・他製品へ技術的波及し事業の根幹を形成
・自社製品開発への後押し
・大学との交流による技術者の人材育成
・基礎研究から行うことが難しい中小企業の知見習得

技術基盤強化

・アドバイザにユーザー参加。ユーザー視点での開発が可能に
・メンバー間での設備の利用
・研究成果に基づき新会社設立、製品化、事業化に成功

その他

Kyushu Bureau of Economy, Trade and Industry / METI
※本成果事例から抜粋



共同研究のきっか
け

事業体形成のポイ
ント

成長プロセスと開
発の関係

実用化事業化の工夫・苦労談

○産学官による研
究会

○県公設試担当者
が企業、大学に相
談

○大学教授からの
呼びかけ

○共同研究契約締
結

○時間的、地理的
条件合致

○管理法人の進捗
管理力

○川上生産者から

○受託生産型から
自社製品開発型企
業への転換に助力

○共同研究のため
のネットワーク形
成の契機

○研究開発成果に
基づく新会社設立

（事業者向け製品）
○性能とコストのバランスが課題
○量産材料の活用、スペックを押さえコストダウ
ン
○実機、拡販機までの的確なマネジメントと産学
官の協力
○展示会、貸出し、参加企業からの紹介で事業化
の流れに
○ユーザー企業への機能提案のため企業間連携が
大きな役割

（２）実用化・事業化に成功した要因（２）実用化・事業化に成功した要因

※本成果事例から抜粋

○以前、別の研究
事業に参画したメ
ンバー同士

○川上生産者から
川下企業までの有
機的な連携（ベス
トマッチング）

基づく新会社設立、
製品化、事業化達
成

○開発製品が基幹
商品として成長

大きな役割
○製品の品質確保、安定供給、低コスト化
○代理店契約を結び営業活動展開。
○大学にサンプル提供し、論文紹介により認知度
向上

（消費者向け製品）
○料理人や量販店の営業担当から製品評価
○県産ブランド化（地域産品活用）
○ターゲット層に合わせた販売ルート構築
○早期に通常の営業企画、販促ラインに乗せてブ
ラッシュアップ

Kyushu Bureau of Economy, Trade and Industry / METI
ここで、「事業化」とは製品販売までいたっているもの、「実用化」とは製品が出来上がり事業化に向けて準備中のものをいいます



研究開発で得られた新たな知見が製品となり、実用化、事業化を果たし、ひいては雇用などの

経済波及効果を生むまでに至る事業を更に増やす。また、異なる業種や分野の知恵の融合によ
り、新たな製品・サービスを提供し、需要を喚起する。
未達要因→研究のための研究、新製品の市場見誤り、コストへの配慮不足 など

（１）コンセプト創出型への転換 → 技術改良型の開発から
「低炭素」など新たなコンセプトによる需要を創出が重要

技術開発を巡る環境変化

・端緒（産学官による研究会、研究者の呼びかけ）

事例にみられる企業の工夫

課題

出口を見据えた研究開発に向けて

今後の施策の方向性

産業支援機関、大学、公設試
との連携強化

出会い

（２）自前主義の限界→ 要素技術の高度化・複雑化。新製品
では多様な地の結集が必要

オープンイノベーション型の研究開発システム（競争と協調）

※産業構造審議会産業技術分科会 資料から

・組織（川上川下の有機的連携、すり合わせによるニー
ズ対応力強化）

・工夫（性能とコストバランス、実機、拡販機へのマネジ
メント力）

地域企業の共同研究に対す
る取組意欲強化と出口志向
の醸成

端緒

事業終了後のフォローアップ

マーケット



地域イノベーション創出研究開発事業
平成22年度概算要求額：34.4億円
平成21年度当初予算額：65.1億円

事業の内容 事業イメージ

事業の概要・目的事業の概要・目的

○研究開発を起点とした新事業、新産業創出による地域
経済の活性化を図るため、地域の中小企業をはじめと
する産学官の研究開発リソースを最適に組み合わせた
研究体による実用化技術の研究開発を実施する。

事業期間：2年以内
事業規模：①初年度1億円以内、2年度5千万円以内

②初年度3千万円以内、2年度2千万円以内

地域の産学官連携による共同研究開発事業の成果事例

＜事例１＞
医薬素材としての完全ヒト抗体の作製と大量生産システムの確立

○抗体は感染症、癌などに対する分子標的治
療薬として極めて有望で、すでに抗体を
使った医薬品として実用化に至っているが、
現在使用されている治療用抗体は、マウス
抗体をスタート材料とし、複雑な遺伝子組
み換えによりヒト抗体に似せたもので、副
作用を完全には排除できない。

○本研究では、ヒトのBリンパ球から完全ヒ
ト抗体を作製する技術を確立。この技術は、
海外の抗体作製技術や関連する特許に依ら
ない新技術

条件（対象者、対象行為、補助率等）条件（対象者、対象行為、補助率等）

国
共同体

（中小企業・研究開発
機関・大学等で構成）委託

ない新技術。

○この技術の利用により、様々な抗体開発が
可能であり、今後、感染症、がんなどの治
療薬として期待される。

＜事例２＞
萩焼の風合いをいかした実用的な高強度・低吸水性陶器の開発

○萩焼は茶道を中心に愛好されてきた独特
の風合いのある焼き物であるが、吸水性
が高く強度が弱いため、日用食器として
はほとんど使用されていない。

○本研究では、萩焼の風合いを残し、なお
かつ高強度で耐久性のある日用食器とし
ても利用可能な原料の調整技術及び製造
技術の開発を行う。

○実用的で使い勝手の良い萩焼を実現し、
日用食器として優れたデザインとして、
地元の店舗や施設だけでなく、広く使わ
れるような汎用的な萩焼の開発を目指す。

高強度萩焼の試作品



戦略的基盤技術高度化支援事業
平成２２年度要求額： １５０．１億円
平成２１年度当初予算額： ５４．０億円
平成２１年度補正予算額：１３２．５億円

事業の内容 事業イメージ

事業の概要・目的事業の概要・目的

○ 我が国製造業の国際競争力の強化と新たな事業の創出を
目指し、特定ものづくり基盤技術（鋳造、鍛造、切削加工、
めっき等）の高度化に資する中小企業の研究開発から試作
段階まで含む取組を支援する。

条件条件

【特定ものづくり基盤技術（２０分野）】

組込みソフトウエア、金型、電子部品・デバイスの実装、プラスチック成形加工、粉末
冶金、溶射、鍛造、動力伝達、部材の結合、鋳造、金属プレス加工、位置決め、切削
加工、織染加工、高機能化学合成、熱処理、溶接、めっき、発酵、真空の維持

No .1成形 焼鈍

焼鈍 焼鈍

No .2成形 No .3成形 No .4成形

No .2成形 No .2成形 No .2成形

焼鈍

従来の製造工程

＜支援対象事例＞
プレス加工技術を利用した電気自動車用電池ケース

国
中小ものづくり企業Ａ
中小ものづくり企業Ｂ
大企業・大学・公設試等委託

事業管理者

再委託等

条件条件

＜アドバイザー＞
川下ユーザー（自動車、情報家電
等） 大学等

プロジェクトリーダー
（総括研究代表者）

【対象事業】

「中小企業のものづくり基盤技術の高度化に関する法律」に基づく認定を
受けた特定研究開発等計画を基本とした研究開発が対象

【実施者】

認定を受けた中小企業者を含む共同体
（中小企業、ユーザー企業、研究開発機関等で構成）

【研究開発期間・規模】

２年度若しくは３年度、初年度４，５００万円以下の委託事業

応募件数 新規採択件数 採択倍率

１８年度 ３２３ ８０ ４．０

１９年度 ２１８ ８９ ２．４

２０年度 １３４ ４８ ２．８

２１年度 ２００ ４４ ４．５

２１年度補正 ６５８ ２５３ ２．６

開発技術による製造工程

No.1成形 No.2成形
絞り＆
しごき

No.4成形

リストライク

No.3成形
絞り＆
しごき

コスト１／５

【採択状況】

戦略的基盤技術高度化支
援事業によって製造工程
の大幅な短縮を実現


